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自治体議員がどう取り組むか　12月2日紙の保険証廃止、10月からの新型コロナワ
クチン接種 
　紙の保険証廃止・マイナンバーカードと保険証の一体化事業やワクチン接種事業と地方にも影響の大きい
国の政策について>> 国の職員の説明をうけ、さらにセンター手配講師から新たな視点を学びます。

スケジュール予定（大きく変更の可能性があります）＊10時スタート 開会挨拶 / 趣旨説明 

テーマ 1     12月2日紙の保険証の廃止とマイナ保険証 
　12月2日以後は紙の保険証廃止との宣伝がひろがっていますが、1）紙の保険証も有効期限まで
は使用可能　２）資格確認書は５年以内で保険者が決定し、当分の間発行される。３）資格確認
書で医療受診が可能　なことが十分周知されていません。また、マイナ保険証をめぐるトラブル
なども影響して診療の際の活用も低いもの（10%程度）にとどまっています。 
　これらの問題を国の職員に説明いただき、マイナ保険証問題を研究し、取り組み
の提言もしてきた原田さんから地方議員が取り組むべき課題を示唆いただきます。 
 
10:05～10:50 　マイナ保険証について（国の職員の説明、質疑応答） 

11:00～12:30 　「地方自治体から健康保険証の存続を」の声を 
　　　　　　　　原田  富弘さん（共通番号いらないネット）（講演と質疑応答） 

テーマ ２   新型コロナワクチン 10月からの定期接種に向けて 

　新型コロナウイルス感染症予防接種に導入されるレプリコンワクチンに対して、懸念が広がって
います。また、コロナワクチン全般に対しても副反応や被害救済申立の多さが指摘されています。 
これらに対する厚生労働省の説明を聞きます。また、センター手配講師の古賀さんからは自治体議
員の役割として取り組むべきことの示唆をいただきます。市民への情報提供や被害者救済窓口の周
知の重要性を学びます。 

13:30～14:10  レプリコンワクチン、被害者救済の仕組み　厚生労働省より説明と質疑 

14:20～15:50　地方議員の取り組むべきこと　古賀真子さん（NPO法人コンシューマネット理事長） 

　　　　　　　（講演と質疑応答）　　　　　　　 

15:50～16:00   まとめ　閉会の挨拶

主催：自治体議員政策情報センター・虹とみどり　〒700-0971　岡山市北区野田5-8-11 かつらぎ野田ビル２Ｆ

第46回　 
地方×国  
政策研究会 

2024年10月8日 (火) 
10時～16時（受付 9時30分開始） 
場所：参議院議員会館B107 
（東京都千代田区永田町2-1-2　各線国会議事堂前など） 
+オンライン（Zoom)開催 

Zoomあるいは現場への参加は左のQRコードを 
読み込むか、下記のURLよりご登録ください。 
登録者に参加アドレス送付します。 
https://us02web.zoom.us/webinar/register/
WN_n3XuDYVdQpyLqRes91PgVQ

いらないネットの提言



第46回 地方×国 政策研究会 
2024年10月8日(火) 開催の政策研究会への参加を 
希望します。ご記入いただき、FAXもしくはメールでお申し込みください。 
＊　現場参加の方もオンラインでの申込み・登録を基本としていますが、必要な方はこちら
を利用してお申し込みください。 
（オンライン申込みで登録済の方はこの用紙を送付されなくても大丈夫です） 
現場参加の方は参加費は当日支払いで大丈夫です。 

FAX    086-244-7724　　メール   jichitaigiinjouhou@gmail.com  
●参加費振込先（オンライン参加者は事前にお願いします） 
＊郵便振替口座　01380-1-101981 
「自治体議員政策情報センター・虹とみどり」 
＊ゆうちょ銀行の口座　店番号 五四八（ゴヨンハチ）　預金種目 普通 
　口座番号　1629951「自治体議員政策情報センター・虹とみどり」
主催・お問い合わせ　自治体議員政策情報センター・虹とみどり
"""〒700-0971　   岡山市北区野田5-8-11 かつらぎ野田ビル２Ｆ
"""TEL 086-244-7723　FAX 086-244-7724　

お　名　前

所　属

住　所

連　絡　先（両方記入）

携帯電話  

(                                          ) 

FAX        

(                                          )

E-mail     

(                                          )

参　加　費

会員議員　　2,000円（オンラインも同額） 
非会員議員　4,000円（オンラインも同額） 
町村議員・小規模自治体（５万人以下）議員 
　　　　　　  1,000円（オンラインも同額） 
市民　　無料（オンラインも無料）　


